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平成 27年 10月１日 

各 位 

会 社 名   株式会社九州フィナンシャルグループ 
代 表 者 名   代表取締役社長 上村 基宏 
コード番号   7180 東証第一部 福証 
問 合 せ 先  取締役経営企画部長 林田 達 

（TEL 096-326-5588） 

「株式会社九州フィナンシャルグループ」の設立 

及び平成 28年３月期の通期連結業績予想・配当予想のお知らせ 

 株式会社肥後銀行（頭取 甲斐 隆博）と株式会社鹿児島銀行（頭取 上村 基宏）は、本日、共同株式

移転の方式により、両行の完全親会社となる「株式会社九州フィナンシャルグループ」を設立し、東京

証券取引所市場第一部及び福岡証券取引所本則市場に上場いたしましたこと及び平成 28年３月期の通期

連結業績予想・配当予想について、下記の通りお知らせいたします。 

記 

１．株式会社九州フィナンシャルグループの概要 

（１）商 号   株式会社九州フィナンシャルグループ 

           （英文名称：Kyushu Financial Group,Inc.） 

（２）代 表 者   代表取締役会長 甲斐 隆博（肥後銀行 取締役頭取） 

           代表取締役社長 上村 基宏（鹿児島銀行 取締役頭取） 

（３）本店所在地   鹿児島市金生町６番６号 

（４）本社所在地   熊本市中央区練兵町１番地 

（５）設 立 方 法   共同株式移転による完全親会社（持株会社）の設立 

（６）事 業 内 容   銀行、その他銀行法により子会社とすることのできる会社の経営管理及びこれ

に付帯関連する一切の事業 

（７）設立の目的   地域とともに「地方創生」を実現するために、両行の地元を中心とした九州に

おける存在感を更に発揮できる磐石な経営基盤を確立し、広域化した新たな地

域密着型ビジネスモデルの創造に取り組んでまいります。 

（８）資 本 金   360億円 

（９）上場取引所   東京証券取引所市場第一部及び福岡証券取引所本則市場 

２．役員体制 

   当社役員の陣容は次のとおりであります。 

    代表取締役会長 甲斐 隆博 

    代表取締役社長 上村 基宏 

    取締役     下山 史一郎 

    取締役     郡山 明久 

    取締役     最上 剛 
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    取締役     松永 裕之 

    取締役     津曲 耕治 

    取締役     林田 達 

    取締役（社外） 渡辺 捷昭 

    取締役（社外） 末吉 竹二郎 

    監査役     上野 豊德 

監査役     本村 悟 

監査役（社外） 関口 憲一 

    監査役（社外） 田中 克郎 

監査役（社外） 田島 優子 

    執行役員    野崎 満雄 

    執行役員    江藤 英一 

    執行役員    赤塚 典久 

３．平成 28年３月期通期（平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日）の連結業績予想 

単位：百万円 

 経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属

する当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

平成 28年３月期 125,600 25,900 108,000 316円 88銭 

 （注）１ 企業結合に係る会計基準に基づき、株式会社肥後銀行については平成 27 年４月１日から  

平成 28 年３月 31 日までの連結業績、株式会社鹿児島銀行については平成 27 年 10 月１日

から平成 28年３月 31日までの連結業績を連結しております。 

２ 経営統合に伴う「負ののれん発生益」として 910 億円程度を特別利益に計上する見込みで

あります。 

４．平成 28年３月期の配当予想 

 １株当たり配当金 

期末 

普通株式 ５円 00銭 

平成 28 年３月期の配当につきましては、グループの通期業績予想や財務状況等を踏まえ、１株当

たり５円の期末配当を実施させていただく予定です。 

５．当社グループの経営戦略 

   本ニュースリリースの別紙「九州フィナンシャルグループの設立及び第１次中期経営計画につい

て」を参照ください。 

以 上 

 

※ 本資料に記載されている業績予想は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、実際の業績は今後の様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。 

【本件に関するお問い合わせ先】 

株式会社九州フィナンシャルグループ 経営企画部 TEL 096-326-5588 



九州フィナンシャルグループの設立及び 
第１次中期経営計画について 

株式会社九州フィナンシャルグループ 
Ｋｙｕｓｈｕ Ｆｉｎａｎｃｉａｌ Ｇｒｏｕｐ，Ｉｎｃ． 
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九州フィナンシャルグループの設立について 
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１．グループの概要 

株式会社九州フィナンシャルグループ 
Ｋｙｕｓｈｕ Ｆｉｎａｎｃｉａｌ Ｇｒｏｕｐ，Ｉｎｃ． 

わたしたち九州フィナンシャルグループは、持続可能な成長の実現に向け、以下の３つの理念を柱として、
みなさまから真に愛される総合金融グループを目指します。 

1.お客様の信頼と期待に応え、最適かつ最良の総合金融サービスを提供します。 
2.地域とともに成長し、活力あふれる地域社会の実現に積極的に貢献します。 
3.豊かな創造性と自由闊達な組織風土を育み、より良い未来へ向かって挑戦し続けます。 

社名 

グループ 

経営理念 

シンボル 

マーク 

コンセプト 

デザイン 

カラー 

自然豊かな九州の大地に根ざし、成長し続ける大樹。 

わたしたち九州フィナンシャルグループも、しっかりと地
域に根ざし、地域とともに成長しながら、社会に豊かな
実りをもたらす大樹のような存在でありたいという願い
が込められています。 

木洩れ日は、将来を優しく照らし出す光を表します。 

みずみずしい豊かな九州の未来を、まさに水滴を思わ
せる立体的な造形によって印象深く表現しています。 

これまで築き上げてきた信頼を表す深みのある“トラス
トグリーン”と、なにごとにも挑戦し続ける若々しいマイ
ンドを表す“フレッシュグリーン”を基調としています。 
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グループ
経営会議 

株主総会 

監査役会 

取締役会 

１．グループの概要 

本店所在地 
（登記上の住所） 

鹿児島市金生町6番6号 

資本金 360億円 

設立日 2015年10月1日 

上場証券 
取引所 

東京証券取引所市場第一部 
福岡証券取引所本則市場 

本社所在地 
（本社機能） 

熊本市中央区練兵町1番地 

代表者 

代表取締役 会長 甲斐 隆博 
 （ 肥後銀行 取締役頭取 ）  

代表取締役 社長 上村 基宏 
 （ 鹿児島銀行 取締役頭取 ） 

 総合予算委員会 
 ＡＬＭ委員会 
 リスク管理委員会 
 コンプライアンス委員会 
 グループ戦略委員会 

組織概要 組織図 

グループ業務効率化、 

システム・事務共通化 

グループ営業企画、 

市場企画、人事企画 

リスク管理統括、 

コンプライアンス統括 

グループ業務運営・ 
管理統括、経営企画、 

株式業務、IR・広報  

グループ内部監査統括 

関連会社7社 関連会社7社 

委員会 

経営企画部 

コンプライ 
アンス・ 

リスク統括部 

監査部 

グループ 
戦略部 

業務・ 
ＩＴ統括部 

九州フィナンシャルグループ 

監査役室 
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２．グループの営業基盤 

九州全域をカバーする店舗網 

8兆7,810億円 6,018億円 7兆7,560億円 5兆3,715億円 

272 1,533台 3,284人 

肥後銀行：5ヶ店 
鹿児島銀行：1ヶ店 

福岡 

肥後銀行：1ヶ店 

長崎 

肥後銀行：111ヶ店 
鹿児島銀行：1ヶ店 

熊本 

鹿児島銀行：137ヶ店（ﾈｯﾄ支店含む） 

肥後銀行：1ヶ店 

鹿児島 

宮崎 

鹿児島銀行：1ヶ店 

沖縄 

肥後銀行：2ヶ店 
鹿児島銀行：2ヶ店 

東京・大阪 

肥後銀行：1拠点 
鹿児島銀行：1拠点 

上海 

大分 
肥後銀行：1ヶ店 

鹿児島銀行：8ヶ店 
肥後銀行：1ヶ店 

地方銀行総資産ランキング 

順位 銀行名 総資産 
（兆円） 

1 横浜銀行・東日本銀行（2行） 17.4 

2 ふくおかフィナンシャルグループ（3行） 15.6 

3 千葉銀行 12.9 

4 ほくほくフィナンシャルグループ（2行） 11.6 

5 静岡銀行 11.2 

6 山口フィナンシャルグループ（3行） 10.1 

7 常陽銀行 9.0 

8 九州フィナンシャルグループ（2行） 8.7 

9 西日本シティ銀行 8.5 

10 七十七銀行 8.5 
・・・ 

26 肥後銀行 4.7 

33 鹿児島銀行 4.0 

 2015年9月末 
時点 

 2015年3月末 
時点 

九州フィナンシャルグループの営業基盤  2015年3月末時点 
(2行合算) 

総資産 純資産 預金残高 貸出金残高 

店舗数 ATM台数 営業店人員数 
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３．経営統合の背景・目的 

地域とともに「地方創生」を実現するために、両行の地元を中心とした九州における
存在感を更に発揮できる磐石な経営基盤を確立し、広域化した新たな地域密着型 
ビジネスモデルの創造に取り組む。 

人口減少 

少子 
高齢化 

経済縮小 

競争激化 

低金利 
継続 

環境変化 地域が抱える 

諸問題 

顧客 
ニーズ 
多様化 

統合の 

目的 

磐石な 
経営基盤の確立 

広域化した 
新たな地域密着型 
ビジネスモデル 

の創造 

地方創生に 
永続的に貢献 
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『お客様にとって九州トップの総合金融グループ』 

第２次中計以降（2018年4月～） 第１次中計（2015年10月～2018年３月） 

４．目指す姿の実現に向けて 

「協働」⇒「融合」 ２つのステージで実現 

①協働ステージ ②融合ステージ 

営業 

市場 

リスク 

経営 

資源管理 

 相互理解を深め、有効性を導入し合う。 

 融合ステージにおける統合効果の最大限発揮に向け、強
み（ノウハウ）を結集して、グループ総合金融力を高める。 

 グループガバナンスの高度化を進め、グループ経営資源を
最適に配分する仕組みを構築する。 

 グループ全体の融合を段階的に進め、経営基盤を
より強固なものにする。 

 グループの連結粗利益と経費効率の両面から、統
合効果を最大限に発揮し、持続的成長につなげる。 

【主な施策】 
協働営業施策展開  新商品・サービス開発 

運用ノウハウ共有 

事業領域の多角化 

システム・事務の効率化・共通化 

持株会社への企画管理機能の集約化 

ソリューションネットワーク広域化          海外拠点の展開 

人材相互交流・協働育成 

関連会社機能強化 

審査関連基準の統一 

基幹システムの共通化 

目指す姿 
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５．広域化した新たな地域密着型ビジネスモデルの創造 
「広域化した新たな地域密着型ビジネスモデル」の創造にあたっては、「顧客基盤」及び「ソリューションネットワ
ーク」の両面からの広域化を協働で進めます。 

    

Local 
九州 

    

Global 
海外（アジア中心） 

東南 
ｱｼﾞｱ 

上海 

香港 

その他有力地域 
進出企業 

進出 

支援 

両行がこれまで地元で培ってきたノウ
ハウを共有し、協働で戦略的に人員を
配置し、「顧客基盤」を広域化していく。 

 九州全域（含む沖縄）の法個人・地公体 

 大阪（関西）・東京（関東）の法個人 

 全国のインターネット取引顧客 

〔対象地域〕  

海外進出等の顧客ニーズに的確に対応し、地元を中心とした九州経済の持続的成長を実現するための「ソリューション
ネットワーク」を協働で広域化していく。 

〔ﾈｯﾄﾜｰｸ〕  

 国内：各業界における中核企業・行政
機関・団体とのパートナーシップ形成 

 海外：アジアを中心に、顧客において
事業展開ニーズが高い有力地域への
グループ拠点設置 

地域 
活性化 

地域 
活性化 

National 
大都市圏 

大阪 
東京 

魅力を 
全国へ発信 

沖縄 

九州他県 
福岡 

鹿児島 

宮崎 

地域活性化に向けた「ソリューションネットワーク」の広域化 

「顧客基盤」の広域化 

熊本 
魅力を 

海外へ発信 
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統
合
効
果 

グループ価値向上 

グループ経営資源を最適配分し４つの利益による統合効果を追求 

６．ステークホルダーへの利益還元 
統合効果を追求することでグループ価値を向上し、ステークホルダーの信頼と期待に応え、利益を還元します。 

規模の利益 多角化の利益 

リスクテイク力強化の利益 効率化の利益 

ステークホルダーへの還元 

お客様 

地域の皆様 

株主様 

従業員 

営業基盤拡充 地域金融機能
拡充 

経営の効率化 

グループ経営資源 
（ヒト・モノ・カネ・ﾉｳﾊｳ） 
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九州フィナンシャルグループ第1次中期経営計画について 
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７．基本方針 
第１次中計期間では、最適かつ最良のサービス提供に向けた経営基盤を構築するため、両行の強み（ノウハウ）
を結集して、グループ総合金融力を高めるとともに、グループガバナンスの高度化をはかります。 

協働ステージ 

個別戦略 個別戦略 

第１次中期経営計画  2015年10月１日～2018年３月31日 

グループ 

部門別戦略 

【基本方針】  お客様への最適かつ最良のサービス提供に向けた経営基盤構築 

お客様の多様なニーズに応える「総合金融力」 
ステークホルダーに信頼される「ブランド力」 
グループ全体最適を実現する「組織運営力」 

リスク・経営資源管理部門戦略 

法人部門 個人部門 市場部門戦略 公共部門 

営業部門戦略 

第６次中期経営計画 第６次経営戦略計画 協働 

経営基盤 
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７．基本方針 

経営基盤の構築を具体化するにあたっては、規模／多角化／リスクテイク力強化／効率化の観点をふまえて、
各部門別戦略を策定しました。 

部門別戦略 

リ
ス
ク
・経
営
資
源
管
理
部
門
戦
略 

本中計の基本方針 

お
客
様
へ
の
最
適
か
つ
最
良
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
向
け
た
経
営
基
盤
構
築 

経 

営 

基 

盤 

総
合
金
融
力 

ブ
ラ
ン
ド
力 

組
織
運
営
力 

お客様の多様なニーズに応える総合金融力 

ステークホルダーに信頼されるブランド力 

グループ全体最適を実現する組織運営力 

 金融ニーズに迅速かつ的確に応える金融事業領域・ 
商品・サービス 

 地域の持続的成長を実現する地方創生戦略 

 グループ収益を支える安定した市場運用収益 

 【地域・お客様】常に選ばれ続ける高い信頼性（人間力・商品力） 
 【株主】安定的な株主還元と積極的なＩＲ活動 

 【従業員】グループの一員であるという誇りと高いモチベーション 

 環境変化に適応したグループ経営基盤の強化 

 高度なグループ経営管理態勢の整備 

 総合金融力構築を支える経営・業務の効率化と戦略的 

人員配置 

規
模
／
多
角
化
／
リ
ス
ク
テ
イ
ク
力
強
化
／
効
率
化 

市
場
部
門
戦
略 

営
業
部
門
戦
略
（個
人
・法
人
・公
共
） 
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８．営業戦略 
５つの営業戦略を通じて総合金融力を拡充し、お客様のニーズに応える最適な金融サービスを提供することで、
ブランド力向上につなげます。 

５
つ
の
営
業
戦
略 

地域活性
化戦略 

（地方創生 

戦略） 

活力ある地域社会の実現
に向けて地元との信頼関
係を強化し地域経済の発
展や雇用・新産業の創出
に積極的に貢献する 

 

広域化 

戦略 

営業基盤を広域化し、成
長が期待できる地域へ経
営資源を投入することで、
収益増強をはかる 

 

新分野 

戦略 

広く社会から信頼される金
融グループとして新たなビ
ジネスモデルを確立し、競
争力を高める 

 

国際化 

戦略 

海外進出などの顧客ニー
ズに的確に対応し、地元
を中心とした九州経済の
持続的成長を実現する 

 

組織態勢・
効率化 

戦略 

業務分野・機能について
両行の特色・強みを最大
限発揮するとともに、効率
化により統合効果を最大
限追求する 

お客様 

経営資源投入 

総合金融力の拡充 

５つの営業戦略 

地域活性化 広域化 新分野 国際化 組織態勢・効率化 

営業部門 

個人 法人 公共 

永続的取引実現 新規取引実現 

1 2 3 4 5 

1 

2 

3 

4 

5 
組織運営力の強化 

業務効率化 

リスク資本配賦 

戦略的人員配置・育成 

ブランド力向上 
ニーズ 

多様化・専門化 
最適な金融 

サービスの提供 

九州フィナンシャルグループ 
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８．営業戦略 －協働営業施策－ 

５つの営業戦略を推進するため、ファンド組成をはじめとして、様々な具体的施策を実行します。 

個人部門戦略 法人部門戦略 公共部門戦略 

上海事務所の一体化 

地公体向け協働営業 

相互人材交流・育成促進    外為推進に適した組織体制構築 

PPP/PFI推進態勢構築 

海外との商流・交流拡大 

《地方創生戦略》 

福岡・東京・大阪推進 

商談会相互活用・共同開催 

新たなﾌｧｲﾅﾝｽｽｷｰﾑ構築 

ＩＴを活用した商品・サービス開発 

共同キャンペーン実施 

地域振興電子マネーの構築 

協働営業推進強化        情報共有ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築 

地域支援融資・ファンド組成 

農林水産・医療介護・環境・観光分野への取組強化 

証券子会社の設立検討 

共同戦略商品展開 

営業推進ツール共同開発 

地方版総合戦略策定支援 

ふるさと投資の共同研究 

５つの営業戦略 

沖縄における営業ノウハウの蓄積・情報仲介機能の充実 

地域活性化 

戦略 
1 

広域化戦略 2 

新分野戦略 3 

国際化戦略 4 

組織態勢・ 
効率化戦略 

5 
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８．営業戦略 －地方創生戦略のイメージ－ 
地域活性化戦略のうち、地方創生に寄与する施策を「地方創生戦略」として位置づけ、『創生の森プロジェクト』
としてグループ一体となって推進します。 

創生の森 

金融力をもって“しごとの創生（雇用創出）”に向けた好循環を創る 

産官学金労連携による地方版 
総合戦略策定・実施支援 

 

金融力で“しごと”を創る 
• 事業資金支援・創業支援 

• 農林水産・医療介護分野支援 

• 事業・金融ソリューション強化 

・・・ 

創生の実 

金融力で“まち”を創る 

• 地域振興電子マネーの構築 
• ＡＴＭ・ＩＴ等活用による利便性向上 
• 環境・観光分野支援 
・・・ 

創生の芽 
金融力で“ひと”を創る 

• 資金決済サービス 
• 個人ローンラインナップ充実 
• 金融資産づくり支援 
・・・ 

創生の種 九州 
フィナンシャルグループ 
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九州フィナンシャルグループ 

KFG 地域企業応援ファンド 

【お客様】 

８．営業戦略 －KFG地域企業応援ファンド組成－ 

地域企業の活性化をはかり地域経済の発展につなげるため、「KFG地域企業応援ファンド」を組成します。 

支援フロー 

①事業性の確認 
②デット、エクイティによるＢＳ改善 
③事業性評価、経営改善支援 
④継続的モニタリング 

サービスパッケージ化 

事業計画策定
支援 

ストラクチャー
組成 

経営改善 

コンサルティング 

ファンド投資前 

資産 
 
 

負債 
 
 

B/S P/L 

売上 
 
 

経費 
 
 

利益 

(b)過去の設備
更新等によ
る過小資本 

(a)最新鋭設備
導入につい
て資金調達
が困難 

(c)収益力の 
低下 

ファンド投資後 

資産 
 
 
 
 

負債 
 
 
 

エクイティ 

社債 
劣後ﾛｰﾝ 

B/S P/L 

売上 
 
 
 利益 

経費 
 
 

(a)エクイティ投資に
より最新設備導入 

(c)継続的改善支援によ
る利益拡大 

(c)リファイナンスによる
返済負担軽減 

(b)エクイティ投資に
より資本増強 

(b)資金繰り改善 

支援 
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統合シナジー 

８．営業戦略 －強みの相互導入による総合金融力拡充－ 
両行の強みを共有し相互導入することで、グループとしての総合金融力の拡充を図り、お客様の多様なニーズ
に対応する統合シナジーを創出していきます。 

医療 

農業 

観光 

環境 

都市部 

海外 

肥後銀行の強み 鹿児島銀行の強み 

 事業承継サポート体制構築 
 業界に精通する専担者配置 

 ライフステージ全般に亘る経営サ
ポート力向上 

 都市部への広域展開 

 耕種農家との取引多い 
 多様な資金ニーズに対応した小口
融資商品充実 

 畜産農家との取引多い 
 畜産ＡＢＬ管理システムによる高度
な管理体制構築 

 作目別ノウハウ共有 
 ＡＢＬノウハウ共有による畜産分野への
拡大 

 両行の地元の農業資源を融合した6次
産業化協働支援 

 宿泊施設出向経験者を本部へ配
置し取引先の経営改善支援 

 大手旅行代理店出向経験者を本
部へ配置し行政と連携した観光事
業開発 

 南九州観光ルート開発、国内外観
光客増加対策協働による地域事業
者活性化支援 

 太陽光エネルギーへの対応中心 
 県民発電所等、行政と連携した地
域産業活性化への取組み 

 再生可能エネルギー全般に幅広く
対応 

 計画から実行、管理までの事業サ
ポート 

 エネルギー全般での事業サポート
ノウハウ共有 

 地域のエネルギー産業活性化へ
の取組み強化 

 大企業取引開拓ノウハウ 
 地元企業とのマッチングによる地
域活性化 

 医療関連取引開拓ノウハウ  大企業、医療関連向け取引拡大 
 九州経済活性化のパートナー発掘 

 上海事務所による海外サポート 
 熊本県貿易協会香港駐在員事務
所への出向によるノウハウ構築 

 上海事務所による海外サポート  上海事務所を一体化し情報ネット
ワーク拡大 

 協働人材育成、新たな海外拠点の
設置検討 

 医療機関債等の多様な資金供給
手法や充実した営業支援システム 

 医業推進室による高度な営業支援 
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農林水産業への支援例 

農業 医療・介護 環境 観光 

鹿児島県・宮崎県 熊本県 

 農業金融ノウハウの共有 
 両行の地元の地域資源を活用した六次産業化推進 
 国内商流構築・海外への輸出展開サポート 

稲作・畑作 畜産 

ノウハウ共有 

その他業種 製造業 

農業産出額 
（2013年度） 

熊本県 鹿児島県 宮崎県 合計 

3,250億円 4,109億円 3,213億円 10,572億円 

 出所：農林水産省統計部「生産農業所得統計」 

国内 

８．営業戦略 －地域産業振興－  
両行が培ってきた業種別ノウハウ・ネットワークを結集し、市場競争力のある産業・企業を育んでいきます。 

約1万5千社 約1万社 市場競争力のある産業・
企業を育む 

延べ宿泊客数
（2014年） 

熊本県 鹿児島県 宮崎県 合計 

687万人 753万人 348万人 1,789万人 

 出所：観光庁「宿泊観光統計」 

 南九州観光ルートの開発 
 南九州の観光関連産業の活性化 
 国内外からの観光客誘致 

海外 

Ｌｏｃａｌ 

観光産業への支援例 



20 

８．営業戦略 －ネットワーク活用による地域活性化－ 
地方版総合戦略策定における自治体との連携、及び両行が有する食品バイヤーネットワークを活用し、「売れ
る商品づくり」を支援、魅力ある地域資源を全国に発信します。 

両行の強みを融合 

食品スー

パー 
33 

百貨店 
8 

通信販売 
10 

食品卸 
30 

ホテル 
12 

食品スー

パー 
19 

百貨店 
22 

食品卸 
17 

Ｌｏｃａｌ Ｎａｔｉｏｎａｌ 

13/46 

19/44 

連携し、市場競争力
のある産業を育む 

魅力ある地域資源
を全国に発信 

※肥後銀行は（公財）地方経済総合研究所と、鹿児島銀行は㈱鹿児島経済研究所と連携 

  農畜産物の取り扱い拡大の例 

肥後銀行 鹿児島銀行 

肥後銀行 

鹿児島銀行 

東京 

大阪 

六次化 

「売れる商品づくり」 
のノウハウを提供 

地域資源を活用した六次産業化・ブランド化 経営統合により拡大するバイヤーネットワーク 

地方版総合戦略策定
支援自治体数※ 

（単位：社） 

食品スーパー 
47 

百貨店 
24 

コンビニ 
5 

ドラッグストア 
2 インターネット

サービス 
7 

通信販売 
11 

生協 
1 

食品卸 
43 

その他小売 
11 

外食 
3 

ホテル 
16 

その他 
9 

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化 
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ベトナム【11】 
タイ【11】 

シンガポール【8】 

インドネシア【9】 

R=1,000km 

R=2,000km 

R=3,000km 

上海 

フィリピン【4】 

香港 
※ 

拠点一体化による 
ネットワーク相互活用 

農畜産物輸入促進 
九州への観光客誘致 

九州 

提携外銀への行員派遣等に
よる調査機能拡充 
現地サポート態勢整備 

香港【16】 

中国【112】 

提携している現地銀行 

既存の拠点（出向含む） 

【数字】 熊本県・鹿児島県・宮崎県 
からの進出企業拠点数 

８．営業戦略 －海外サポート強化－ 
九州は、成長率の高いアジアに隣接しており、ソリューションネットワークの拡大によりさらなる広域化・国際化
をすすめ、お客様の海外進出支援や現地での支援強化を実施していきます。 

沖縄 
那覇空港のハブ機能活用による
農畜産物等の輸出支援 台湾【14】 

沖縄 

凡例 

 両行調べ（2014年9月末時点） 

Ｇｌｏｂａｌ 

ミャンマー【3】 

マレーシア【7】 

韓国【19】 

上海 

•進出支援、現地での支援強化 
•さらなる拠点展開 
•連携サポート強化 

さらに魅力的な経済圏へ 

※熊本県貿易協会香港駐在員事務所へ出向（肥後銀行） 
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８．営業戦略 －九州のマーケット－ 

福岡銀行 

9.1兆円 

11.2% 

親和銀行 

2.3兆円 

2.8% 
熊本銀行 

1.3兆円 

1.6% 
肥後銀行 

4.2兆円 

5.1% 

鹿児島銀行 

3.6兆円 

4.4% 西日本シティ

銀行 

7.1兆円 

8.7% 
長崎銀行 

0.2兆円 

0.3% 

その他 

53.8兆円 

65.9% 

九州・沖縄合計 

81.6兆円 

 各行の預貸金残高は2015年3月末時点 

金融マーケット（九州・沖縄） 預貯金シェア 

福岡 

大分 

佐賀 

長崎 
熊本 

鹿児島 

宮崎 

人口：506万人 
法人数：92千社 
預貯金：31.7兆円 
貸出金：18.1兆円 

人口：119万人 
法人数：23千社 
預貯金：7.1兆円 
貸出金：3.1兆円 

人口：85万人 
法人数：12千社 
預貯金：4.8兆円 
貸出金：1.7兆円 

人口：142万人 
法人数：21千社 
預貯金：7.8兆円 
貸出金：3.0兆円 

人口：182万人 
法人数：33千社 
預貯金：9.9兆円 
貸出金：4.2兆円 

人口：170万人 
法人数：30千社 
預貯金：8.8兆円 
貸出金：4.2兆円 

人口：114万人 
法人数：20千社 
預貯金：5.5兆円 
貸出金：2.6兆円 人口：144万人 

法人数：20千社 
預貯金：5.9兆円 
貸出金：3.5兆円 

沖縄 

貸出金シェア 

九州FG 
7.8兆円 
（9.5％） 

ふくおかFG 

12.7兆円
（15.6％） 

西日本シティ（連結） 

7.3兆円 
（9.0％） 

福岡銀行 

7.8兆円 

19.2% 

親和銀行 

1.5兆円 

3.6% 

熊本銀行 

1.1兆円 

2.7% 

肥後銀行 

2.7兆円 

6.6% 

鹿児島銀行 

2.7兆円 

6.6% 

西日本シティ

銀行 

5.9兆円 

14.7% 

長崎銀行 

0.2兆円 

0.6% 

その他 

18.6兆円 

46.0% 

九州・沖縄合計 

40.4兆円 九州FG 
5.4兆円 
（13.2％） 

ふくおかFG 

10.4兆円 
（25.5％） 

西日本シティ（連結） 

6.1兆円 
（15.3％） 

 金融ジャーナル「金融マップ2015年版」より 



23 

９．市場戦略 
市場戦略では、運用部門が知見を共有できる環境を構築し、グループ収益を支える安定した運用収益を創出し
ます。 

＋ ＝ 

グループ運用資産を多様かつ機動的に運用した運用収益極大化 

 外国債券投資 

 ヘッジファンド、オプション活用 

 株式・ＲＥＩＴ投資 

 外部委託運用 

運用・調達手法共有 

 市場部門のシステム統合によ
る管理高度化・効率化 

 業務フロー統一 

 運用拠点集約検討 

協働運用態勢の構築 

 市場運用担当者育成 

 預り資産担当者育成（営業現
場の金融リテラシー向上） 

 海外拠点担当者育成 

協働での人材育成 

円債 

外債 

株式 

REIT 

強み 

強み 

総額 
3兆円を 
運用 

円債 

外債 

株式 

REIT 

円債 

外債 

株式 

REIT 

1.7 
兆円 

1.3 
兆円 

肥後銀行 鹿児島銀行 グループ運用資産 
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グループガバナンス態勢 

１０．リスク・経営資源管理戦略 
リスク・経営資源管理戦略では、「高度なグループ経営管理態勢の整備」、 「環境変化に適応したグループ経
営基盤の強化」を推進し、健全なグループ経営体質向上のための基盤を構築します。 

＜環境変化＞ 

競争激化、低金利継続、顧客ニーズ多様化 

人口減少、少子高齢化、経済縮小  等 

中長期的なグループ 

企業価値向上 

グループベースでの経営組織構造・機能強化 

統合的リスク管理機能強化 

収益管理の共通化・高度化 ガバナンス態勢の高度化 

グループ内本部監査 

機能の強化 

グループ全体最適を実現する 

組織運営力 

高度なグループ経営管理態勢の整備 

グループ経営資源管理 

グループ経営資源の人的・資産的価値向上 

環境変化に適応したグループ経営基盤の強化 

関連会社機能の最適化 

人材交流活発化・人事制度
共通化への基盤整備 

システム・事務・与信関連
基準共通化への基盤整備 

九州ＦＧブランドの 

体系化と浸透 
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１１．経営統合によるシナジー 

統合効果内訳 

61億円 

7億円 

▲8億円 

60億円 

 協働営業施策展開 
 新商品・サービス開発 
 広域営業強化 
 市場運営ノウハウ共有 
 相互人材交流による営業力強化 など 

営業面でのシナジー 

 システム関連効率化 
 事務関連効率化 
 海外拠点一体化 
 物件費削減（共同調達） など 

コスト面でのシナジー 

 グループ間振込手数料導入 
 統合関連一時費用 

合計額 

2015～2017年度 
（本中計期間）累計 

▲ 7 

▲ 0.5 ▲ 0.5 

2  
5  

11 

22 

28 

▲ 10 

▲ 5 

0

5

10

15

20

25

30

35

27年度 28年度 29年度 

(億円) 

マイナスシナジー 

コスト面でのシナジー 

営業面でのシナジー 

2015年度 2016年度 2017年度 

32 

24 

4 

営業面でのシナジー 

コスト面でのシナジー 

マイナスのシナジー 

マイナスのシナジー（費用） 

営業面とコスト面の両面から、統合効果を最大限に発揮し、第1次中計期間の2年半で、60億円のシナジーを
見込んでおります。 
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１２．中期経営計画の指標目標 

預金残高 

業務純益 

貸出金残高 

７．６兆円 

３３２億円 

５．１兆円 

2020年度 指標目標 

統合効果施策の実行 

９兆円以上 

４５０億円以上 

６．５兆円以上 

2014年度 実績 
（2行単純合算） 

グ
ル
ー
プ
収
益
・規
模
拡
大 

預金残高 

業務純益 

貸出金残高 
８．４兆円 

５．９兆円 

３７４億円 

２８０億円 

４．５％ 

５．３％ 

2017年度 指標目標  
（2行単純合算） 

預金残高 

業務純益 

貸出金残高 

当期純利益 

ＲＯＥ 

株主資本 
ＲＯＥ 

当期純利益 

株主資本 
ＲＯＥ 

ＲＯＥ 

２３３億円 

５．０％ 

４．１％ 

協働ステージ 

融合ステージ 

トップライン拡大＋コストシナジー 

九州フィナンシャルグループ 



本件に関するお問い合わせ先 

株式会社 九州フィナンシャルグループ 経営企画部 

林田  ℡ 096-326-5588 

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。 

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。 

将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。 
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